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中央アジアの経済再建 と環境回復
1は じ め に
七 錫
中央 アジアの各共和国が独立国家 となってから約5年 が経過した。各共和国
が構成国となっている独立国家共同体(CIS)は 合意事項の強制力が弱 く,
実質上構成共和国間の協議の場にすぎない。それぞれの共和国は,東 西冷戦構




出,民営化 プログラム,独 自通貨導入,ア ジア諸国との経済的協調の強化,外
国投資誘致政策,各 共和国首脳の精力的な外交活動,国 際機関からの政策提言
や資金支援への要請,な どがそれである。 しか し,.市場経済への移行は容易に
は進んでいない。ハイパー ・インフレの持続 投資の全般的減少,国 内総生産





下の5点 にまとめることがで きよう。第一に,旧 ソ連邦時代における各共和国
間の産業の分業構造形成 と,独立以降のその関係の断絶である。.すなわち,宇





















おらず,日 本から派遣された特別顧問がこれを支援 している。第三に,旧 ソ連




























行政区域 19州1市. 12州,1自 治 共和 国,1市
面積(km') 2,717,300 447.4α〕
.一一.気候 大陸性,乾 燥 ・半乾燥 中緯度砂漠,半 乾燥草原







カ ザ フ41.9,ロ シ ア37
ウ ク ラ イ ナ5,2,ゲ ル マ ン4,7
ウ ズ ベ ク2.1,タ タ ー ル2
そ の 他7,1
ウ ズ ベ ク71,4,ロ シ ア8,3
タ ジ ク4.7,カ ザ フ4,1
カ ラ カ ル パ ク2.1
タ ー ル2.4,そ の 他7
宗教(%) ム ス リ ム47,.ロシ ア正教44
プ ロ テス タ ン ト2,そ の 他7
ム ス リム88(ス γニ ー派 〉
東 方正 教9,そ の他3
一言語(%) ザフ語(公 式語)40
ロシア語(民 族間)60
ウ ズ ベ ク74.3,ロ シ ア14.2
タ ジ ク4,4,そ の 他7ユ
15歳以 上 の識 字 率(1989) 98% 97%
憲法採択 1993年1月28日 1992年12月8日
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共和国に関するデータ
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キ ル ギ ス52、4,ロ シ ア21.5
ウ ズ ベ ク12.9
ウ ク ラ イ ナ2.5





トル ク メ ン73.3
ロ シ ア9.8。 ウ ズ ベ ク9
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国交樹立92ユ 国 交 樹 立92.2 国 交 樹 立92.4
を導 入 し使 用 した 。
〔.1書」,1995などよ り作 成 。
50〔516>第15呂 箸 箱5号
中央 アジア諸国は現在,独 立 国家 の制度作 りに と りかか っている。ロシア共
和国 と中国,ア フガニス タ.ンとイ ラン,カ スピ海な どの間に位 置す る中央 アジ.
ア諸国は,ト ル コな どイスラム系諸国 とのつなが りも深い。 中央 アジア各共和
国 は,そ れぞれ独 自の憲法採択や言語復活,宗 教 の自由化,独 自通貨の導入や
市場経済 への移行 な ど,政 治的民主化 と経済的 自立,民 族 アイデンティティの
回復 を 目指 して努力 してい る。
中央 アジア諸国の独立 と,そ の過程における特徴 に関 して簡単 に言及 しよ う.。
1991年12月21日,カザ フス タンの首都 アル」7アタで グルジアを除 く11の旧 ソ連
.邦構成共和国がCISの 創設.協定に調 印 した。 その4日 後の12月25日,ゴルバ
チ ョフ ・ソ連大統領が辞任 し,ソ 連邦 は解体 したのであ る。 この1年 前 の1990
ヤ
年 に,中 央 アジ ア諸 国は....一斉 に主権 宣言 をお こなった。1991年8月の ゴルバ
チ ョフ ・ソ連大統領の追い落 としを狙 ったいわゆ るクーデ ター事件 直後,ウ ズ
ベ キス タンとキルギス タンが8月 に,タ ジキスタンが9月 に,ト ルキメニス タ
ンが10月に,カ ザ フス.タンはソ連邦解体直前の12月16日に独立 を宣言 し,中 央
アジア諸国は独立 国家 となった。独立後の中央 アジアに関する基本 的なデー タ
を表1に 示す。
1日ソ連邦 解体 とCIS成 立の過程 において,中 央 アジア諸 国は独立 した アイ
デ ンテ ィテ ィを求めつつ も,旧 ソ連 の連邦制 の枠 を維持 しよ うとす る立場 に
あった。 旧ソ連時代 に分業構造化された経 済が存在す るこ とを考 えると,こ れ
は現 実的な選択であ る。 また,キ ルギス タンを除 く他 の4共 和国が共産党政権
であったこと も,こ れ と関連 してい る。1991年8月のクー デター以降,中 央 ア
.ジア諸国で は共産党の組織 がそのまま名前 を変 え別政党 になった。中央 アジア
諸 国の大統領 などの指導者層 はいず れ も 「ペ レス トロイカ」 の過程で登場 して
きた者 であ り,同 時に技術者出 身が 多い ことも注 目すべ き点であ る㌔ これ ら
の特徴 は,中 央 アジア諸.国における今後 の民主化 と経済的 自立へ の プロセスを




















自立の過程 におけ るロシア共和国 との経済的従属関係の持続が予想されるか ら
.であ る。
中央 アジアの文化 は,同 地域 に共通 な もの と地方的 ・特殊な ものの二重構 造
を持つ価値,同 質性,忠 誠か ら形成 され てい る。.前者 はイス ラム社会の文化や
アイデ ンテ ィテ ィの普遍 的な側面 を生み 出す共通の信念であ り,そ の共通な信
念 に活力 とダイナ ミ.ズムを与 え るのが 後者 の地方性や無数の民族言語や社会的
特殊性で ある。今 日の中央 アジア社 会は,歴 史 と文化 における幾度の解体 と再
統合 を経 て,新 しい形態 と内容を帯 びている。今世紀 は じめ のロシア人 による
中央 アジア古 代社 会の解体 は,政 治 ・軍事 的な手段 のみ な らず,経 済的,.社
.会 ・教育 的政策 を通 じて開始 された。 これ らの政策 は,基 本 的に新 しい支配者
の政 治権力 の強化 と経済的利益 を獲得 す るための もので あ っだ,。
旧 ソ連 時代 にロシア人 の居住が特 に多か った カザ フスタンで のロシア正教の
分布 を除 くと,中 央 アジア諸国で はイスラム教 が圧倒 的な共通 の信仰 となって
い る。民族数 は100を超 える と言 われてい るが,イ ラ ン系 の タジキ スタ ン以外
の4共 和 国は トル コ系で あ り,言 語 において もペ ルシア語の タジキス タン以外
は全て トルコ系言 語であ る。1937年に行 われ た沿 海州か らの韓 人強制移住4',
第二次世界大戦 中とそ の後 のゲルマ ン人強制移住5)などのよ うな植民地的民族
統制 も多民族 構成の一因 となった。
中央 アジア文化の普 遍性 と多様性,教 育 された人材 は,今 後新 しい アイデ ン
ティティを造 りだす原 動力 になるで あろ う。
急 激な 入 口増 加が,近 年 の 中央 ア ジアの も う一つ の特徴 で あ る(表2)。
1970年か らの20年間の人口増加率は,ソ 連邦全体平均 の約3倍 に,ロ シア共和
国の4倍 とな ってい る。独立後 の3年 間で はCIS全 体平均(1.1%増)の 約
3)KemalKarpat、TheOldandNewCentralAsia,CentralAsianSurvey,Vol.12No.9,1993,.p.
415-425.




表2独 立国家共同体(CIS)の 入口推移 〔単位:千 人)
区 分
年 度 増加率(%)寧
1991 1992 1993 19941991-19941970-1991
CIS$体 282,335283,844285,164285,461..一一1.20.0
中 央 ア ジア 全体
トル クメニスタ ン
ウ ズ ベ キ スタ ン





















キ ル ギ ス タ ン
カ ザ フ ス タ ン
ア ル メ ニ ア
アゼ ルバ イジヤン
ペ ラ ル シ ヤ
ウ ク ラ イ ナ
ロ シ ア
モ ル ド バ























































注:*増 加 率 の う ち.1970から1991年ま で の 全 体 増 加 率(20影)は ソ連 邦15共和 国 の合 計 か ら な
る。
出 所:St舶shcheskijKomitetSNG,ky加鳶mぬL・8舳 πα航 ∫αか礁 ゐ¢伽 Ψ 乃 伽 舳 ピDゴ.
agrammakh,Musk,.,1994.p.5;GDsudarstvεmLyyKりlnlt肌SSSRpoSt面s丘ke,面魂 ηoθ
κ肋 矧 の5部5R19鰍M(p5kva、1991,p、67など よ り作 成 。
5倍に も達す る。なかで も トルキメニス タン.(17.4%増),ウ ズベ キスタン,タ
ジキスタンの人口増加率が高い。一方,キ ルギスタンとカザフスタンはCIS平
均 を下 回ってい る。独 立国家成立以 降,両 国に居住 していた異民族が,母 国へ
移住 した ことが大 きな要因で あろ う6}。こ うした民族移動 には,各 共和 国にお
ける独 自民族言語の公式言 語化や,異 民族 に対す る政治 ・経 済 ・民族 政策 が影
響 を与 えている%一 方,こ のよ うな ロシア.人を中心 とする異民族の 中央 アジ
6)1991年か ら1.993年ま で の 中 央 ア ジ ア か ら ロ シ ナ へ の 純 移 民 を 見 る と,中 央 ア ジ ア 全 体 で
770,700人で あ り.そ の う ち,カ ザ7ス タ ン253,100人,ウズ ベ キ ス タ ン192,900人.タジキ ス タ
ン147.200人,キル ギ ズ ス タ ン154,200人,トル ク メニ ス タ ン23,300人で あ る 〔井 沢 止 忠 「中 央 ア
ジ ア諸 国 独 立 の 成 果 と問 題 点一 政 治 ・経 済 改 革 の 現 状 」1海 外 事 情fVol,43No.5,1995年5月,
P.93)。














ア諸国か らの脱 出は,教 育水準の高い労働人力の流出を意味する もので もある。
2新 しい方向の模製
.1)市 場経 済移行へ の特徴
中央 アジア諸 国は,社 会主義経済か ら市場経 済への移行 に伴 う経済 的混乱の
中にあ り,こ うした状況 は当分の問続 くもの と予想 される。 中央 アジア諸国の
市場経 済へ の移行 の基本方針 と特徴を見る と,カ ザ フス タンとキルギ.スタンは
いわ ゆる ショック療法 を採用 し,最:も積極 的で ある。 カザフスタンはロシアと
の関係 を優先 し,キ ルギ スタンは西側 との繋が りを求めてIMF路 線 を重視す
るところに特徴があ る。 ウズベキス タンと トルクメニス タンは急激な経済改革
による混乱 を避 けるべ きとの立場 か ら,独 自の道 を摸索 しつつ漸進的 な改革を
進 めてい る。内戦が続 くタジキス タンは不安定 な政治状況のため,経 済は停 滞
してい る。
政治 ・経済的に完全な独立 ・自立(脱 ロ人里)が 各共和国の 目標 であるが,
現実 としては,1>旧 ソ連 時代の経済的従属(分 業 的経 済構 造),2)人 材不足
による経済運営 への支障,3).市場経済への経験 の皆無,な どが存在 し,試 行
錯誤を重ねている。
2)マ クロ経 済デー タで見た中央 アジア経済の現状
中央 アジ ア諸国の経済状況 をその主要経済指標で見 ると,独 立 国家誕生 と市
場経済への移行 に伴 う経 済停滞 とその ジレンマが伺 える(表3)。
まず,1994年の購買力:規準でみたGNPを 見 ると,カ ザフス タンとウズベ キ
ス タンが約550億ドル,ト ルクメニス タンが131億ドル,タ ジキス タンとキルギ
ス タンが80億ドルで ある。面積や人1..i規模 のみな らず その経 済規模 におい も顕
著な開 きが ある。
第二 に,実 質 国内総生産,一 人当た り国民総生産,実 質鉱工業生産,実 質農
業生産 など,生 産部 門を見 ると全中央 アジア共和 国経済が継続的 な大幅な生産
＼1994,35、No.4,PP-1⑪5・211.
朋 類 国騰 蛙(前靴
区 分 カ ザ フ ウズ ベ ク キ
(購買力基準94年推定値,億 ドル) 552 545









































































































































b9.舜 一20 .4 一6 ,0 一5 .0 一27 .O 一9 ,0 一9 ,0
:


































































































994年,億 ドル) 35.0 11.5 D.9 3.2


































出 所:Gos.Kum.St己t、Kazakhstan、∫如rゴ5r'疏ε∫々μf物 ∬一βyロ〃伽".Nσ.11島'σ肋8ηK㍑ α舶 勲 ηα,wary.1994,e.3;CIA,丑8Wbr配
Faabook95,1995;$7f画庁 調査 局海 欄 査 課r海 外 経 済 デ ー タ』1995.11などよ り作成 。 朗
56(522).・ 第158巻第5号
低下 にあるこ とが分か る。緩 やかな生産減少を見せ ているウズベ キスタンと ト
ルクメニスタ ン,急 激な生産低下を見せているカザフスタン,キ ルギス タン,
タジキ スタンの二つのグループが存在 している。
第三に,ハ イパーイ ンフ レーシ ョンが続いてい る。消費者物価(1990-94年),
失業率(1992…94年)はともに急上昇 している。
第四に,CIS諸 国との取引 を除 く貿易収支 においては,カ ザ フス タンと ト
ル クメニス タンが輸 出超過国であ り,ウ ズベキス タンとタジキス タンが輸入超
過 国で ある。
これ らの特徴 は各共和 国の持つ 天然資源や 国際関係,経 済発展戦略等に関連
してい るが,全 体 としては どの国 も,国 内総生産の低下,物 価 の急騰 失業率
の漸増 とい う経 済困難期 を迎 えている。 「
.3)「脱 ロ人里」論の ジレンマ と新 しい方向模索.
以上 のよ うな経済停滞 を抱 える中央 アジアは,新 しい政策や方向 を模索 して
いる。 しか し社会縄済的安 定 を求め発展 を加速化 させ たい とい う理想 と,経 済
全般 にわた る生産低 「や物価 の急騰 とい う現実 との落差 は大 きい。以下の三つ
の地域圏 との関係性 を どう構築 してい くのかが,こ の落差 を埋め るに当たって
決定的な要因 となる。
第一 に,中 央 アジア 「独 自の道」 へ の動 きで ある。 これ は文 化 的アイ デ ン
テ ィテ ィにに基盤 を置 くイスラム文化圏 ・トル コ経済圏 との関係 強化,中 央 ア
ジア諸国 間の経済関係強化 によ る中央 アジア再建 である。 ソ連崩壊後,ト ルコ
や イラ ンは,言 語,文 化,宗 教 を武 器に,中 央 ア ジアへ の影響力 を拡大 してい
る印。 一方で,カ ザ フス タン,ウ ズベ キスタ ン,キ ルギス タ ンの3国 を中心 と
す る共通経済 圏の創設や,国 間統.合に よる経 済 自立へ の動 きがあ る91。これ は
3国の経 済,政 治,軍 事面 での関係強化 を中心 とす る中央 アジア独 自の 自立へ
8)ト ル コ を 中心 と して 中央 ア ジ ア5力 国 に イ ラ ン,パ キ ス タ ンな ど を加 えた イス ラ ム国 家 十 力国
の 「経 済協 力 機 構(ECO)」 の.発足や ,ト ル コに よ る中 央 ア ジ ア 各 国 の社 会 人 ・学 生 を 対 象 と
した 「留 学 生1万 人 受 け入 れ 計 画 」 が 行 わ れ て い る 〔「読 売 新 聞」 朝刊 ,1993.6.3)。
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の模索であ る。
第二 に,「脱 口入亜」論 とその ジレンマであ る。 ロシア との政治経済的隷属
関係 を清算 し,先 進 アジア諸国を市場経済移行の モデルとす る動 きで あ る。 ア
ジア開発銀行(ADB)へ の加 入勘,首 脳た ちの活発 なアジア外交 と経済協力
関係強化,中 央 アジア経済発展計画 におけるアジア諸国か らの 人材登 用11〕な ど
が その代表的 なものであ る。 しか し,分 業 的経済構造 をは じめ とす る旧 ソ連時
代 の負 の遺産 は重 く,現 段 階ではロ シア との緊密 な協力関係 は不 可欠であ る。
第三 に,ロ シア共和 国への再接近 である。 これ は,中 央 アジアの経 済再建 の
ためにはロシアとの緊密な経済 ・外交 ・軍事 関係 の維持 ・強化が欠かせない と
いうことの再認識 に基づいてい る。 カザ フスタンが 中心 となって提 唱 してい る
「ユ ーラシア連合」論12,,その流れ を引 き継 ぐロ シアによ る 「CI5新 国家連
合」且3,,CIS構成国間で の 「関税 同盟」へ の加 入 などは,そ の代 表的 な動 き
で ある。既存秩序 の利用 によるコス ト節約効果や需 要.・供給市場の確 保 などが
豊 める反面,ロ シアの経済 自.体が未だ不安定 な ところに限界があ る。
これ ら三つ の動 きをどの ようにバ ランスさせ て追求す るのかが,中 央 アジア
再建 の行方 を決め るカギになるであろ う。文化 的同質性や ある程度相互補 完的
な経 済構造 を持つ 中央 アジア諸国間の.協調 を求心力 として,旧 ソ連構成国 との
10)カザ フスタンは,1994年1月19日,アジア開発銀 行(ADβ)に54番 目に加盟 し,旧 プ連の中
央 アジア諸国か らの初加盟国 とな った。その後,キ ルギスタ ン(1994年12月)とウズベキス タン
(1995年9月)も加盟 し,中 央 アジア諸 国の市場 経済化への移行 にアジア諸国 との協力を求 めて
い る(OpenMediaReaearchInstitute,OMRIDailyDigestNo.178,PartI,Sep.13.1995)。
11>例えば,カ ザ フス タンの経 済危機 を乗 り越 えるために設 けられ た 「経済専門家委員創 の副委
員長 と してサ ンフランシスコ大学の経 済学教授 バ ン ・チ ャン ヨン氏が選ばれた。彼は韓国の経済
的奇跡 の基礎 を置 くのに参加 した.人であ り,カ ザフスタンの政治指導者や知識 人達はそれを同国
で も実践 したい と考 えている(OMKIDaiNDigest,No.8,Jan.11,1991:1。
工2)ナザ ルバエ フ ・カザ フス タン大統 領がCI8諸 国に提唱 して いる新国家連合構想である。欧州
連合(su>を モデ ルに共通議会を設立 し,経済,外.交,防衛政策 を調整 して共通の通貨,人 の
自由な移動 などの実現 を目指す.た だ ソ連復 活につなが るとの 見方か らC【S内 には慎重論 が多
い。
13)1994年4月5日,ロシアの シャフライ民族 ・地域担 当相が記者会見で.独 立国家共同体(CI
S)にか わる新 しい国家連合の協定 案 として発表 した ものであ る。CIS諸 国が経済共同体 をつ
くり,共通の市場,通 貨,銀 行制度 を実現 するほか,法 制度や財政政策の統一.軍 事同盟の結成
など も盛 り込んでお り,「ユ ーラシア連合」構想 と軌を一 にした内容 となっている。
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「脱 口 入至 論 」
〔経済 発展のモ デル}





市場経 済へ の移行 の現状 と課題を,カ ザ フスタンを例 に見 ることに しよう。
カザ フスタンで は,1994年3月に多党制による初 の選挙が実施 され た。 ナザ ル
バエ フ大統領 の経済改革 を支援す るカザ フス タ.ン国民統一 同盟が最大議席を獲
得 したが,憲 法裁判所 は,.同議 会選挙が無効 である との判決 を下 し,議 会不在
のまま国政が運営 されてい る。95年12月の下 院選挙で も議席の ユ/3は決 まらず,
定足数 を満た していないL%
同国 は,基 本的 には他の中央 アジア諸 国や ロシアとの友好関係を維持 した う











あ る。 カザ フス タンが加盟 してい る各種国際機関は,経 済協 力機構(ECO),
欧州 安保協 力機 構(oSCE>,国 連,IMF,世 界 銀行,ア ジ ア開発 銀行
〔ADB)等 で ある。
同国は,CIS構 成共和 国の中で も特 に世界か ら注 目されてい る。.ナザルバ
エ フ政権が比較 的安定 している こと,経 済改革 に対 して積極的な姿勢が伺 える
こと,豊 富な天然資 源 ・エ ネルギーが賦存 してい ること,中 央 アジア地域 にお
いて 中核的役割 を担 っている ことな どが,そ の理由であ る1励。 しか し,経 済全
般 に渡 る生産減少や ハ イパーイ ンフ.レー シ ョンの持続,輸 送網をは じめ とする
インフラス トラクチ ャーの不十分 さな どで市場経済移行 プログラムの実践 が遅
れてい ることか ら,海 外投資家 の当初 の事業計画の縮小や国際機関 との交渉の
難航 など,寄 せ られた期待が幾分後退す る動 きもあ る。
カザ フス タン経 済構造 の特徴 の一つが,旧 ソ連時代 に形成された分 業的構造
であ る。旧 ソ連 時代 に工業化 は幾分進 んだが,石 炭 などの鉱物資源や穀物な ど.
の原材料供給基 地 としての役割 を主 に担わ された。 カザ フス タンの主要産業は,
非鉄金属産業,機 械工業,エ レク トロニ クス産業お よび農業であ る。エ レク ト
ロニ クス産業 は,軍 需を背景 としてい る。 同国 の経済は永 きにわた り各共和 国
の分業体制 に組 み込 まれていたた め,経 済構造や国土開発に偏 りがあ る上,ロ
シアにお ける経 済混乱 の影響 を受 けやすい。同国の市場経済移行過程 における,
産業構造改 革の必 要性 とロシア との協力関係の重要性が ここにあ る。
豊富 な地 ド資源 に支え られ る工業部 門は,カ ザ フスタンの経済発展の基盤 を
なす ところであ る。旧 ソ連全体 のク ロム埋蔵量の90%,鉛,タ ングステ ン,銅,
亜鉛埋 蔵量の約 半分 を カザ フス タンが 占め てい る。生産量か ら.見た同割合 は,
金20%〔1980年),石油6%(1989年),天 然…ガ ス1%(1989年),石 炭19%
(1989年)であ る15♪。.一方,機 械 製造業 は.1分に発達 してお らず,生 活必需 品





区 分 1990 1991 ユ992 ユ993 1994 1995
国 内 総 生 産 一 一11 .8 一13 .D 一12.9 一25 ,0 一18 .5
生産国民所得 一 〇,9 一14 ,9 一14 .o 一14 .8 　 一
工 業 生 産 額 一 〇.8 一 〇.9 一13 .8 一16 .1 一28 .5 一15 .9
農 業 生 産 額 7.9 2.6 一20 ,4 一16 .5 一 5〔}.O
一
消費財生産額 7.0 一10 .0 0.8 一9 .8 一 一
資 本 投 資 額 一2 .9 一10 .5 」47.0 一30.O 一33 .0 一 41.0
小売商品取引額 9.0 一12 .0 一38 .5 .一24 .7 一33 .0 一41 .0
注:1995年の 割 合 は1-6月 期 の 前 年 度 同 期 間 との 比 較 で あ る。
出 所:Gos.Kom.stat、Kazakhstan,爵σf諏ぬ65々"P㎎∬一βy配'蹴既1甑1,轟 あ幼 廉 θκα羅 舶 ∫,η¢
Alm謎ty.【994,P、a(90-93)]経済 企 画 庁 調 査 局 海 外 調 査 課r海 外 経 済 デ ー タ」 享995.11(94-
95)など よ り作 成 。
の生産がで きる工場が皆無 に等 しい ところに経済発展 の難 しきがあ る。
カザ フ.スタンの経済危 機は1990年に始 ま ったが,.}995年現在で も事態が改 善
され る傾向 には ない。主 要経済指標 を前年度 と比較す ると,表4の とお りにな
る。
9⑪年代 に入 ってか らの主要経済指標 はほ とん どマ イナス成長を示 してお り,特
に1994年における工業生産額 ・農業生産額の落ち込みが激 しい。1992年以降資
本投資額 と小売商 品取引額が大 き く減退 したため,経 済の循環 その ものが停滞
してい る ことが伺 える。資本投資 額 と小売 商品取 引額の大幅 な減 退 は95年に
入って も持続 して射 り,経 済停 滞は今後 数年 間続 くものと予想 され る。
生活用 品の輸.入量 も急 激に減少 して いる(表5)。1993年の輸入量 を1990年
の同輸入量で比較する と,ほ とんどの品目が10分の1程 度 に縮小 している こと
が分 か ち。 また,全 輸 入量 に 占め るCIS構 成 国 か らの輸.入割合 は83、9%
(1990年)から54%(1993年).へと減少 してい る。旧 ソ連邦 共和 国間,特 にロ
シア共和 国 との経済 関係が断絶 した こと,カ ザ フス タン経 済の低迷 によ り購買
力 が疲弊 していることが主 な原因 と言え よ.う。 こうした輸入量 と国内生産量の





.単位 1990 1991 1992 1993 1990-1993
マ カ ロ ニ 千 トン 5.5 9.4 5.0 0.1 2
お 菓 子 千 トン 22.9 22.7. 6.9 3.4' 王5
カ ン ズ メ 1W万缶 269.4 258.4 196.4 76.9 29
マ ー ガ リ ン 千 トン 22.3 4.7 4.o 1.s 7
植 物 性 汕 千 トン 17.5 10.4 4.2 2.3 13
魚 千 トン 63.5 53.6 26.2 4.8 8
綿.織 物 100万m 205.1 ]48.5 82.5 7.1 3
亜 麻 100万n} ユ2.7 18.4 4.6. 0.6 5
靴 下 100万足 30.0 17.3 10.5 3.8 13
皮 靴 10D万足 15.1 9.7 4.2 3.4 23
ゴ ム 靴 100万足 6.7 3.5 1.8 0.4 6
バ イ ク 千台 46.5 32.0 7.9. 4.2 9
ラ ジ オ 千台 238.3 127.7 104.7 31.5 13
テ レ ビ ・ 千'台.. 379.0 171.5 65.1 33.5 己 9'
テ ー プ レコ ー ダ 千台 210.2 113.6 73.9 31.3 15
冷 蔵 庫 千台 188.8 159.6 44.5 1.2.0 6
洗 濯 機 千台 165.6 97.4 21.6 10.4 6
電 球 100万個 25.2 19.5 10.6 7.9 31
播 除 機 千台 216.2 125.3 38.5 21.8 10
ミ シ ン 千台 90.1 69.6 11.5 5.7 6
全輸入量のうち
cisからの割合 % .83.9 79.4 75.9 54.0 64
出 所:GQS.Kom.Stat.Kazakhstan,&婚 ∫∫'fんε∫航Pr召 ∬一Byulleten,Yo.1,ノ・oん勃8癖K`己 加 毘ゐ∫,".










ナザ ブバエフ ・カザ フスタン大統 領は旧 ソ連時代か らゴルバ チ ョフ大統領 に
同調す る改革 として市場経済 シス テムを基礎 とした ソ連経済の建て直 しを提唱
してお り,独 立宣言後 は全面的 な価格 自由化 を実施 した。 また1991年に政府策
定 の私有化 プログ ラムが議会で承認され,国 営企 業の株式会社化が進め られて
い る。同プ ログラムはユ992年に見直 しが行われ,私 有化 のペースは多少鈍化 し
た もの の,同 年 中に約3,500の中小企 業が私有化,全 公共住 宅の10%が個人所
有 となってお.り,着実 な成果 を収 めて いる1昌1。1993年3月には,脱 国営化 およ
び民営化 に関する1993-1995年の国家 プログラムが採択 された。国営企業 はま
ず株式会社 に転換 され,そ の株式 は 「ホー ルデ ィング ・カンパニー」が保有す
も
る。その企業に対す る国家統制が必要で はない ときは,企 業の株式 は外 国企業
.を含む 自然人,ま たは法 人に譲渡 され る。
民営化 は随意契約,入 札 の他,投 資 フ ァンドを媒介 とす るポニ ラン ド・.ロシ
ア型のいわゆ る大規模民営化 の形式 を とる。1994年末 まで にサrビ ス部門等 の
小規模企業が競売 により民営化 される予定で ある。大企業 は個別 に民営化 され
るこ とにな ってお り,最 近,Unilever社が6,000万ドル相当の投資計画 で二つ
のマーガ リン工場 を買収 した。.この会社 の株式 の90パーセ ン トはUnilever社
が保有 し,残 りは従業員 に分配され る1%
私 有化法が発効 され は じめた1991年に1,200以.ヒの建物や設備が小規模企 業
私有化計画 によって約70%が法人 に,.約30%が個 人に売却 された。1992年か ら,
価格 自由化 および既存の関連法令の不適合な どで私 有化推進 ペースは鈍化 した。
カザフス タンで主 に施行 された私有化措置は,小 規 模.企業 を対象 に企業勤労者
に優先 的に売却す る方式であ った し,少 数の中 ・大規模 企業 の賃貸方式 も活用
17)李 哲 冗 「カ ザ フ ス タ ン と ヴズ ベ キ ス タ ンの 外 国 人投 資 制度 』 韓国 対 外 経 済政 策 研 究 院 地 域 情
報 セ ン ター,1994.12,p.1臥
1呂)岩 崎 一郎 「出 口 の 見 え な い 中央 ア ジア 経 済 」 『経 済 セ ミナー 』No、469,1994、2,p.35。










民営化 の進展 は1994年3月まで で,企 業 数か ら見 る と約11%,就 業人口構成
か ら見 ると約24%しか進 んでない(表6,表7)。 これ は,工 業 と建設業 関連
の部 門が依然 と.して国営 の まま残 され てい るか らであ る。一方,サ ー ビス業を
中心 とした第3次 産業では民営化が進 んでい る。国営 と民営の中間形態企業へ
の就業人 口が,1990年の0.5%から93年には8.7%へと増加 している。
2)工 業生産構 造 と生産物 の推移
工業生 産構造 に も大 きな再編 成が 見 られ る。市 場経済べ の移行が 始 まった
1991年では食 品.工業 と機械工業,鉄 金属が中.心とな っていたが,1994年で は石
















20)李 哲 元,前 掲 書,p,12。
21)〔kp5udarstveunyyKo加tをtRespub巨kiKazakllslanpoStatistikeiAnalizu,SotsjarnoE々㎝ σ一







1992年 1993年 1994年1-3月 儲率
全 企 業 数 88,956 6,198 2,691 685 10.8
公 共・外喰 企 業 2,559 1,595 2T9 ヨ3 3臼.8
貿 易 .6,991 1,834 392 158 34.1
交 通 2,082 90 469 83 30.8
公 共 事 業 990 195 46 12 25.6
農 業 10,261 628 344 70 10.2
工 業 18,058 543 422 92 5..9
.建 設 ll,391 313 237 41 5.2
そ の 他 34,867 464 492 144 3.2
出 所:Gos.Kqm.Kazakhstan凹Stah曲keiAnalizu,∫醒5ゴg翫oE㎞π㎝ 漉 儒 詩僧 ん め功 ε漉
K飆 ん々5'鰍A1㎜ty,1994,p.aより作 成 。
表7カ ザ7ス タンの就業人口構成の変化
区 分 就業人口(千 人〉 就業人]の 割合 〔%)
年 度 1990 1991
ヌ1992:1993
1990 1991 1992 1993
経済全体の就業人口 7,5637,4947:356.6.924100.〔}100.0100.0100.0
国 営 企 業 6,5206,1855.2314,65586.2 82.5 71.1 67.2
民 営 企 業 1,005 1,010 1.552…1,671 13.3 135 21.ユ 24.1
株 式 会 社 8 36 607!823 0.1 0.5 8.2 11.9
コルホー ズ儂 業協同組合1 260 258 2681247 3.4 3.4 3.7 3.6
生 産 協 同 組 合 241 】85 43 3.2 2.5 1.3 0.6
消 費 協 同 組 合 .210 201
8
0劉 147 2.8 2.7 2.5 2.1自 営 農.民 1 6 49 0.0 0.1 0.5 0.7
.副 業 個 人 経 営 275 310
已
33713493.6 4.1 4.6 5.0
個 入 労 働 活 動 12 16 24j12 0.2. 02 0.3 0.z
公 共 機 関 ・基 金 38 51 33:25
ヒ
0.5 0.7 0.5 0.4
共 同 会 社 』 4 13 一 0.0 0.1 O.2
1
その他 の混合企業 一 245 5331560
一
3.3 7.2 8.1
出 所;Sta廿stkheskiiK。m正te竃SNG,R押o々7搬ぬ η5徽 π爵肋5罐 耀gゐ副 田7器 伽 舳fPゴ.
岬 川別α紘M。5kva,1994,p、18より作 成 。
?」?
???
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表8工 業生産構造の変化 陣位:その年の現在価格での割合,%〉
一
区 分 199】年 1993年 1994年1-3月 1994/1991(倍)
石 炭 ・石 油 ・ ガ ス 7.6 17.3 18.8 2.5
非 鉄 金 属 9.1 14.7 18.1 2.0
電 気 4.8 15.2 13.4 2.8
食 品 工 業 22.3 10.5 12.6 0.6
鉄 金 属 .5.8 11.6 10.4 1.8
機 械 工 業 11.6 8.0 7.9 ⑪.7
軽 工 業 18.5 6.3 5.5 0.3
化 学 と 石 油 化 学 6.3. 4.4 3.0 D.5
建 設 材 料 4.9 3.4 2.1 0.4
紙 ・ パ ル プ 工 業 2.1 1.1 1.1 O.5
そ の 他 7.0 7.5 .7..1 1.0
注=工 業 生 産物21D品目 を対 象 に,1991年と1993年,1994年は1-3月 期 を 基準 に した もので あ る。
出 所:Gus.Kom.KazakhstanpoStatistikeiAnalizu,∫o直面!'榊E肋 ηo捌`A麗々佛 島'o勲8鷹
K爾 融 加'α'凧A1皿aty,1994,p.8.より作 成 り
表9工 業生産の物的指数 (%}
そのうち


























注:工 業 生 産 物210品目 を対 象 に3分 類 し,1991年を基 準 年 に して 比 較 した もの で あ る。
出 所:GDs.Kom,KazakhstanpoStatistikeiAnalizu..飾㍑ α伽o月 勧ηρ加f肋 ∫㎞R面z肋 ηff





















注:工 業 生 産 者210品目 を対 象 に,1991年の1-3月 期 を基 準 に した各 年度 同期 間
の 比 較 で あ る 。
出 所IGos.Kom.KazakhstanPQ%tistikeiAnalizu,Snbiaf'nuEAmmnicfieskoc
島 ♂o幼8短8K鶴肋5m鳳A㎞aty,1994,p.11.より作 成 。
るよ うになったのであ る。
210品目の うち17品目は生産増加 をみせ ている。鉄パ イプ,金 属処理機械,
掃 除機,一 般時計,ミ ニ トラクタ,マ ンガ ン,洗 剤類,酒,コ ンニ ャク,お 茶
などの品 目であ る。社会間接資 本へ の投資や生活用品 を中心 とす る軽工業製品
へ の需要が増加 してい ることによる ものだ ろ う。
カザ フスタンで市場経 済への移行 の試みが開始 されてか ら.既に.5年が経過 し
てい るが,工 業全般 における生産減少 は程度 を増 して継続 している。工業生産
において重要 な比 重 を占めてい る石 油生産量が 減少 してい るが,燃 料 エ ネル.
ギー省石 油 ガス部 門担 当のザ ンガジエ フは以下の二つ をその理 由 として挙げて
い る。まず,経 済主体 間の契約不履行 が重 な り,資 金繰 の悪化 に起因 して企業
活動が低 下したこ とで ある。 もう一つ は,カ ザ フス タンの石油 を国外へ持ちだ
せ る唯一 のルー トが ロシア経 由であ り,カ ザ フス タンで生産 された原油は全て
ロシアの製油所で精製 され るため生産 企業が ロシアの製油所 に大 き く依存 して
いる ことで ある。 ロシアのパ イプライ ン会社や製油所か ら受 け.入れを拒 否され
































23)ト ォ ケ ノ ブ他 「カザ フス タ ンの 石油 関連 事情 」1右 油 の 開 発 と備91V。1.27(2〕1994.4,P、26。
24)西 海 敏 夫,前 掲 論 文,p.124.
68(534).第158巻 第5号.
開発事業を優先的に実施す るという戦略を採用 している。 しか し,現実的には
国内技術 ・資本の絶対的な不足,輸 送 と通信など社会間接資本の不備といった











日本などの国が90年代に入 り有償 ・無償の資金援助を行っている。 日本からの
中央 アジア5力国へめODA実 績を表10に示そ呪 キルギスタンに対する94年
度の有償借款が大 きな位置を占めている。ウズベキスタンとは95年6月に 「地
方通信網拡充事業」について交換公文が交わされており,今後有償借款が行わ



































ス イ ス.WFP英 国 日本UNFPAUNICEF
出所;外 務.省経済協 力馬絹 「我が国の政府開発援助;ODA白 書下巻 〔国別援助)盆1995
日本 のODA実 績(93-94年〉.(単 位:百 万 ドル)
無償資金協力. 技術協力 政府貸付
ウ ズ ベ キ ス タ ン 一 ヨ.31 一
カ ザ フ ス タ ン 一 2.47 一.「「
キ ル ギ ス タ ン 0.49 5.05 39.73
タ ジ キ ス タ ン
一
0.乞9
トル ク メニ ス タ ン 一 0.3 }
出所;外務省経済協力局舗 「我が国の政府開発援助:ODA白書下巻 〔国別援助)』1995年
より作成。
潅 流 による綿花 と穀物 の生産 が主要 な ものであ る。潅漑農業は中央アジア諸 国
が共有す る河川であ るシル ダリヤ ・アム ダリヤの アラル海流域を中.心に行われ
てい る。
同流域 にお ける潅 漑開発拡張 の環境べの負の影響 は,幅 広 く深刻な様相 を呈
してい る。それ らは,旧 ソ連時代 の中央政府 による地.方統治戦略の結 果 もたら
されだ5:,。
.水 資源の非効 率的な管理 による水量不足 の問題や殺虫剤 ・無機肥料 の過多使
用 による水 質悪化 に代.表され る水環境 の悪化 は,産 業廃水 と生活廃水 に対 する.
25)メ 七錫 「中央アジアにおける環境破壊メ.力ニズム」未刊行論文.1995.11。
70(536).第158巻.第5号
表11独 立 国家 共 同体(CIS>の 乳幼 時 死 亡 率(1000人当 た り)
国 名 1985 1986 1987 1988.1989 1990 1991 1992.
平 均 32.1 31.5 31.2 30.3 27.6 25.4 26.1 26.5
タ ジ キ ス.タ ン 46.8 46.7 48.9 48.9 43.2 40.7. 40.6 45.9
トル クメ ニ ス タ ン 52.4 58.2 56.4 53.3 54.7 45.2 47.0 43.6
ウ ズ ベ キ ス タ 45.3 46.2 45.9 43.3 37.7 34.6 35.5 38.0
キ ル ギ ス タ ン 41.9 38.2 37.8 36.8 32.2 30.0 29.7 31.5
カ ザ フ ス タ ン 3⑪.1 29.0 29.4 29.2 25.9 26.4 27.4 26.1
ア ゼ ル バ イザ ン 29.4 3⑪.5 28.6 27.0 26.2 23.0 25.3 25.5
モ ル ド バ 30.9 26.4 25.9 23.0 20.4 19.0 19.8 18.4
ア ル メ ニ タ 24.8 23.6 22.6 25,ヨ 20.4 18.5 17.9 18.0
ロ シ ア 20.7 19.3 19.4 18.9 17.8 17.4 17.8 18.0
ウ ク ラ イ ナ 15.7 14.8 14.5 14.2 13.0 12.9 13.9 14.0
圃
ベ ラ ル シ 14.5 13.4 13.4 13.1 11.8 11.9 12.1 12.3
日 本 5.5 5.2 5.0 4.8 4.6 4.6 4.4
出 所:Statistic】1已sk.komitetSod■uzhestvaNezavisimikhGosudars【v,&阻π1ゴ配 朋f5NG,

















表12カ ザ フ ス タ ンの 環 境改 善 へ の投 資(単 位:投 資0100万ルーブル,予 算対比%)
区 分 実投資額
ア ラ ル ポ リゴ ン その他の地域





全 体 40,662.023,814.5 100.4 91630.9 75.5 7216.6 113.4
生 産 設 備 10,693.610,054.8 95.1 638.8. 68.2 一
一
通 信 施 設 909.5 274.7 46.2 634.8. 68.6.. 一 一
公 共 建 設 6,294.3 3,288.4 95.8 2,214.1: 74.7 791.8 61.4
公 共 サ ー ビ ス 101.5 95.9 157.2 5.6 11.7 一 一
住 宅 建 設 8,917.9 3,741.6 109.9 21646.2 88.1 2,530.1 工45.0.
教 育 7,963.1 3,489.1 132.3 1,708.9 59.1 2,765.1 131.9
保 健 4,819.9 2,458.7 88.5 1,590.9 105.1 770.3 91.1
文 化. 627.8 218.9 237.9 49.6 .32.4 359.3 91.4







注;*1993年1月 か ら9月 まで の実 投 資 額 を 同年 の予 算 額 で割 っ た もので あ る。







健康への影響例 として,乳 幼 児死 亡率 を取 り上げてみ よう。中央 アジア諸国
は 旧 ソ連邦構成 国のなかで最 も高 い幼児 死亡:率を示 してい る(表11)。'これ は
同地域における厳 しい環境 問題 との関連 を示唆す るものであろ う。 タジキス タ
ン,ト ルキメニ ス タン,ウ ズベ キスタ ンの場合,ベ ラルシに比べ る と3-4倍
に もなる。
アラル海 問題 とセ ミパ ラチ ンスク核 実験 場問題 に代表 され るカザ フスタ ンめ
環境 問題へ の対応 を見 ると,表12のよ うになる。
表12中 「アラル」 はシルダリヤ下流 を中心 とす るアラル海流域での環境改善
と同地域住民の生活条件 改善のためのプログラムで ある。 また 「ポ リゴン」 は,
セ ミパ ラチ ンス ク核 実験場 における環境破壊 と同実験 場閉鎖 に伴 う経 済的影響
を改善す るためのプ ログ ラムで ある。1993年度 にお ける環境改 善 と地域住民 の
生活改善 のために与 え られた予算額 は428億ルーブルであ り,同 年9月 まで に
.実行 された額 は同予 算の95彫の407億ルー ブルで あった。 この二つ のプ ログラ
ムは同期 間におけるカザ フスタン全 体の環境投資 の82%を占め てい る。同年の
環境予算額 の全支出予算額 に占め る割合は3.5%であ る。.
国際協力援助 において も,環 境保.全へ の優先的 な配慮が不可欠であ る。中央
アジア諸国 に対す る各種 の技術 的支援 におい て も,遅 れてい る公害防IE設備技
術 などに対 す る協 力な どが検討 され るべ きであ ろう。
Vむ す び と展 望






























協力 は欠かせ ない もの と言え る。旧 ソ連邦時代 の環境犠牲型の開発か ら脱 し,
自然環境資源 を公平かつ効 率的に活用す るための実践 を国際的協力 を伴 ってお
こな うことが重要であ る。
噛
」?
